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【イギリス】 2009-2010 年議会期の法案 
海外立法情報課 髙信 麻  

 
＊2009 年 11 月 18 日、イギリス議会は 2009－2010 年議会期の開会式を迎え、恒例の女王演説

が行われ、新議会期において審議予定の政府提出法案を盛り込んだ施政方針が発表された。

来年 6 月初めに総選挙が予定されているため、会期は短く、どの程度の法案が成立に至るか

不透明である。 

 
 

今回の開会式は、来年 6 月初めまでに予定されている下院総選挙をにらみ、選挙戦

の事実上のスタートとなった。女王演説中で発表された政府法案は 13 で（”draft bill”
を除く）、その内 2 つは前会期からの継続法案である。 

ブラウン首相の施政方針については、様々な批判が出ているが、野党保守党のキャ

メロン党首は、「下院議員の手当問題について全く触れていないこと」を大きく問題視

した。また、上院改革や選挙制度改革について十分触れられなかったことへの失望の

声も上がっている。多くのメディアは、この女王演説が、女王の時間の無駄であった

との論評を展開した。以下、主要法案の概要である。 
 
○児童貧困法案 （Child Poverty Bill） 

前会期からの継続法案。2020 年までに児童の貧困をなくすという政府の約束を盛り込

む。政治的で無意味なものと批判されている。 
 
○犯罪及び治安法案 （Crime and Security Bill） 
犯罪を減らすための様々な規定。家族に子どもの反社会的行動の責任をとらせる、家

庭内暴力の被疑者を一定期間家から隔離する権限を警察に与え、被害者が家で安全に

過ごせるようにする、などを盛り込む。成立の可能性が高いとみられている。 
 
○デジタルエコノミー法案 （Digital Economy Bill） 
国の通信基盤を強化し、英国が世界のデジタルエコノミーをリードできるようにする

ことを目指す。オンライン上での著作権侵害やそれに対する罰則についての規定など

を盛り込む。  
 
○エネルギー法案 （Energy Bill） 
「炭素回収貯留」（CCS: carbon capture and storage）に関する政府の政策を推進する

ことを目的とする。CCS 計画を支援する財政的な仕組みに関する規定、燃料貧困層を

減らすための枠組みに関する規定などを盛り込む。CCS とは、化石燃料の燃焼で発生

する二酸化炭素を分離・回収し、地質の炭素貯留能力や海洋の炭素吸収能力を活用し、
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大気から二酸化炭素を隔離する技術のこと。 
 
○平等法案 （Equality Bill） 
前会期からの継続法案。差別禁止に関する英国内のこれまでのほとんどの法律の規定

をまとめる形のもの。貧富の差を埋めるための公共部門の新たな義務、従業員 250 人

以上の企業に対して、給与の男女差について報告するよう求めること、などを盛り込

む。 
 
○金融サービス法案 （Financial Services Bill） 
今会期で最も重要な法案とされる。イングランド銀行と金融サービス機構（FSA: 
Financial Services Authority）と財務省の三者で構成される金融安定化委員会（CFS: 
Council for Financial Stability）を創設し、英国の金融システムの安定化に影響を及

ぼしそうな事柄を常に監視し、協調して行動をとる。FSA の権限を拡大強化する。成

立の可能性が高いとみられる。 
 
○財政責任法案 （Fiscal Responsibility Bill） 
財政赤字を 4 年間で半減させ、国の債務を持続可能な道にもどすために、政府の計画

に法的根拠を与えることが目的である。成立の可能性は高いとみられる。  
 
○洪水及び水管理法案 （Flood and Water Management Bill） 
激しい降雨による大規模洪水の発生など、気候変動は将来さらなる極端な気候をもた

らすと考えられるが、人、家財、経済活動を守るために、洪水に対する、より持続可

能な危機管理を規定する。成立の可能性は高い。 
 
○家庭における個人介護法案 （Personal Care at Home Bill） 
要介護のレベルが最も高い 28 万人に、自宅での無料の介護を保障することなどを盛り

込む。経費面で、他の社会保障をカットすることにつながることなどから、労働党議

員を含め、反対の意見も多い。  
 
これらの他、児童、学校及び家族法案、クラスター兵器（禁止）法案などがある。 
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